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I はじめに一一本稿の話的
1 不法行為法における損害賠績の範閥{こ関して，かつて，大審院は，
喜丸事件判決1)において，債務不履行における損害賠償の範腐を定めた 416
条を類推適用する2)と判断した。その後，最高裁は，昭和羽生手に，突の争点
は部のところにあるとおもわれる事件3)において，富喜丸判決を引用して，
「不法行為による損害賠模についても，民法四一六条が類推適用され(る)J 4)
と明言し， Iいまただちにこれそ変更する要をみなしづめとした。それ以後，
不法行為において 416条を類推適用するか否かということは，最高裁判決に
おいて問題とされたことはない。不法行為において 416条を類推適用すると
いう原期は，再検訴の余地がないほどの業然の前提のようである。
2. しかし，富喜丸事件以後，不法行為の因果関保の存苔または損害賠償
の範諮について多くの判決がみられ，そのなかには416条を基準として判断
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していると えない最高裁判決が数多く存在する。不法行為事例において
416条を基準として判決しているかどうかについて論議するには，最初に
416条の意味を確定しておかなければならない。ところが， 416条の個々の
なめぐる解釈は多様である。したがって，その意義についておおよその
合意がみられるところから出発するしかない。
416条の意義が損害賠償の範臨な一般的な予見可能性と当事者の具体的な
予見可能性によって制限しようとしている点にあることについては，学説は
おおよそ一致している。つまり， 416条は，損害の種類を通常損害と特別損
に分けて，通常損害ならば援害賠撲の範囲に含まれるとし，特別損害なら
ば当事者(後務者)が予見または予見できる範留についてのみ損害賠償請求
できる， と定めている。通常損害とは損害の種類合客観的に分類する誠念で
あるが，損害について何が通常で侍が特別で、あるかの判断は，発生し
が f一般人が普通発生すると予見する範囲の損害Jであるならば通常損害と
解することができるので，損害賠償の範囲を予見可能性の有無にかかわらせ
ていることになる。予見可能性が一般的であれば通常損害として損害賠償の
範矧に含め，当事者に特有であれば，当事者(債務者)がそ予見可能であった
ことについて損害賠欝請求なする者に立証を要求することによって損害賠鎮
の範囲に含めるということを 416条が定めている。
それに対して，最高裁判決のなかには，予見可能性の有無を関わずに， I通
常損害jであるという理由づけを経ることもなし相当図果関係が存在する
と判断しているものが存在する。 416条を類推適用して判断するとすれば，
通常損害であるとして損害賠撲の範囲に含めるか，あるいは特別損害として
予見可能性の有無を問うかのいずれかになるはずであるので，そのような場
合には， I相当国果関係」が因果関係の判断基準となっていると言うことが
できるとしても， 416条を類推適用しているとは雷えない。
このような見地から最高裁判決を挑めると，最高裁は，特定の事例iにおい
て，かつては416条を基準に判断していたけれども，その後， 416条を基準
とすることなく直ちに相当国果関係の有無ぞ判断するように判鰐変更をして
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いることに気がつしたとえば，交通事故によって揚害を受けた後に被害者
が自殺した事例について，最高裁はかつて昭和 50年に予見可能性がないこ
とな理由に結当菌泉関探を否定した6)が，平成5年には，予見可能性の有無
を関わずに，相当因果関係が存在すると判断した7)。この平成5年判決の意
について，事故後の自殺が涯学的にも，裁特例の集積という経験的事実に
よっても，加害者側(とくに保険会社)に予見可能なものとなったことが背景
に存寂すると主張する見解8)が存在するが，むしろ，それぞれの理街づけと
なった準射を考慮、して，最高裁は，交通事故による傷害後の自殺事例につい
ては，予見可能性を関わない，つまり 416条を類推適用しないことにした
と言うべきである。つまり，最高裁は，すべての事例で不法行為に 416条を
類推適用しないことにしたわけではない9)が，交通事故による{算書後の自殺
事例については 416条を類推適用しないと判例変更をしたと言うことができ
る。
他方，最高裁は，平成 8年に二つの判決10)において，予見可能性があっ
たことを理出として，原審の判断を覆して，損害賠績を?認めている。つま
り，最高裁は，不法行為について 416条そ類推適用するという原則は，最高
裁が当然の前提とする原則とするという立場を維持しながら，特定の事例jに
おいて 416条営判断基準とすることなく因果関係を判断していると言うこと
ができる。
それでは，最高裁は， どのような事例において 416条な類推適用して予見
可能性を基準として臨果関係の有無を判断しているのであろうか。
3.本格の民的は，最高裁の判決の現状を考察して，最高裁がどのような
事例で節果関係の海苔について 416条営基準として判断し， どのような事例
においては 416条を判断基準としていないかぞ探求することである。
関果額{系の存否は，不法行為事例において帰責務i断の一つのかなめであ
り，その結論の妥当性それ自体が関われることが少なくない。しかし，不法
行為法学界の傾向としては，それ以上lこ，因果関{系の判断念いかなる理由づ
けによっておこなうかということを重要な論点としてきたと言うことができ
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る。判断基準として明解であり， しかも，さまざまな事例に対部できるよう
な理由づけを探求することが学者の主たる任務とされてきた。このためにア
メリカやドイツの判例および学説を考察して，新たな判額基準を示すことが
重要な課題であった。しかしながら，この小稿は，新たな判断基準を摸索す
ることを直接の目的としていない。大審院および最高裁が， どのような呉体
的事例の臨果関保に関して， 416条を判断基準としているかをナ明らかにする
ことを自的とする。
そのために， 416条を f類推適用」しているかもしれない大審続および最
高裁判決を網羅的に検討して， どのような事例について 416条を「類推適
用Jしているか， または適用していないかそ明らかにしたい。
従来から論議されてきたように，因果関係論の最終的な諜題は，帰責に関
して妥当な結論を導き出すための統一的一般的な判断基準を示すことである
かもしれない。確かに，一般的な調念を判断基準とすることによって，はじ
めて帰責の根拠についての統一的な考察が可能となる。また，判断基準とし
てのIzg果関係概念は箆明で単純なほど望ましいという側面がある。しかし，
判断基準となっている概念を探したり，判断基準としてどのような概念そ用
いるのが妥当であるかそ検討したりすることは，仮定的で抽象的な事実関係
を前提としたままではおよそ不可能である。事故および紛争態様が護雑fとす
る現代におし、ては，事実との対応において帰賓が問題となり，国果関係の序
否が問題となる。違法性論だけではなく国果関係論においても，事実関係合
類型イとしたうえで考慮すべきファクターを特定し明確化しながら，他方で事
実に対応する適切な理由付けのための国果関係概念そ諜求するという作業が
必要であろう。
事実関係との対応で菌果関{系そ考察する方法をとる場合に，最初に検討し
ておかなければならないのは富喜丸事件判決である。不法行為に 416条そ類
推適用するという原期を示した富喜丸事件判決は，昭和 48年最高裁によっ
て原知として再確認されている。しかし，富喜丸事件判決が示した/レーノレ
は，富喜丸事件の事実関係の特殊性とどこまで関連しているのだろうか。陪
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判決は，確かに，一般的な原則として，不法行為lこ416条を類推通用すると
明言しているが，それはどのような事実関係についてどのような機能を果た
すものであったのだろうか。そして，その後間判決金引用する最高裁判決
は， どのような事実関保についてどのような機能を果たすものとして引用し
ているのだろうか。
不法行為について一般康郎として 416条を類推適用するという考え方を
採っているようにみえる大審続および最高裁判決について，事実関保そも含
めて分析すると，一定の特徴が明らかになるのでないかと予測する。
I 富喜丸事件判決再考
1. 大審院と最高裁が， どのような事慨において 416条を判断基準として
おりどのような事例においては判断基準としていないかそ考察するにあたっ
て，最初に，富喜丸事件の と判断基準となったノレーノレを態認しておくこ
ととする。そして， その後，判断基壌となったノレーノレと i416条の類推適
用j との関係について考察することとする。
2.富喜丸事件は，原告所有の富喜丸が，被告所有の汽船と衝突して沈没し
たことによる損害について，沈没が椙子方汽訟の船長の過失によるものとし
て，損害賠欝を請求した事件である。原告が請求した損害は， i)船の滅失
時(大正 12年4月28B)から 2年数か丹後の最高価格時の持{此 i)滅失時に
存在した大正 12年 5丹から 12丹までの傭船契約の賃貸料，および， ii)将
来の 3年間(大IE13年から 15年)の賃貸料，であった11)。
原審は， i)船の滅失時の時{札 i)滅失時に存在した関年中の傭船契約の
賃貸料，および， ii)将来の 3年間(大正 13年からお年)の賃貸料について
損害賠償を認めた。しかし， i)最高舘格時の時舗についての損害賠償は認
めなかった。この判断に対して，双方が上告した。これに対して，大審院
は， i)紛の滅失時の時価だけについて損害賠簡を認めた。大審践は， i)滅
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失後の船の価格の高騰は考慮、しない， i) ii)の滅失後の賃貸料について，た
とえすでに契約が存在するとしても，損害賠償の範留とはしないという判断
念下した。
この結論をみると，大審院は被告の上告の趣旨に沿う判断をしているの
で，被告の上告理由を認めたようにおもわれるかもしれないが，実は，大審
院は，被告の主張と異なる独自の論理を持ち出してこの結論に至っている。
大審読が示した論理が r416条の類推適用jである。
最初に，原審の判断と被告の上告理由をみておくこととする。原審は， r数
額に付，審究するに不法行為に国る損害賠鐙は謹接の結果たると間接の結果
たると通常の事情に閤りて生じたると特別の事情に国り生じたるとを問はず
行為と損害との簡に因果関係ありと認めらるる場合に於ては被害者は総ての
損害の賠償そ請求し得べ〈商法には船柏の衝突に付，之を純限したる法条存
せざるが故に被害者は不法行為に留り他日受くべき利益をも害せられたると
きは判決を受くる迄の閤に於て之そ算定し其の賠償をも請求し得べきJ12)と
述べた。つまり，通常損害であろうが特別損害であろうが国果関係が存在す
るかぎり損害賠慣の範屈に含まれるので，不法行為後に被害者が得るはずで
あった利益についても損害賠績が認められる， と原審は判断した。そして，
原審は， i)鉛の勝賞した錨格については，事物の自然の趨勢によるもので
はないので損害賠償は認められないとし， i) ii)の賃貸料については，臨船
は船舶利用のふつうの方法であるので被害者が得るはずの利益として損害結
慣が認められる， と判断した。
これに対して，原告は， i)船の騰貴した価格についての賠績に関して，
r4m理上もしくは経験上の法郎によって毘果欝係が一院瞭然でなくても，
件の背景である諸殻の事情に従い一般取引通念によって観察して不法行為が
なければ将来利益を受けたであろうことを確認できる場合には損害賠償の範
囲に含まれる。これに反する判断をした原判決は， 'j震習法もしくは経験上の
法期に反するばかりでなく，大審院の先例13)にも反する， と主張した。
被告は，船舶が沈没したとき沈没時における船舗だけが損害賠欝の対象と
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なる，その後の事情は，損害賠欝藷求において考慮、されない。なぜならば，
損害賠償・債権という金銭債権について沈没時から支払持までの利子が認めら
れるので，その間の事情は既に算定されており， i)滅失後の飴の儲格の高
を考墜すれば，二重に損害賠償念認めることになる，と主張した。また，
i) ii)の賃貸料について，沈没時の紛の錨格は，船の交換価値であり，交換
儲績はその物の利用錨{直営含めて算定されるので，交換{臨値の損害賠績を認
めたうえで，その後の物の利用価値である賃貸料の損害賠f震を認めるのは，
一重の賠償を認めることになる， と主張した。
3. これらの争点について，大審院は，船の沈没当時の悩格について賠償
を請求することができる，その地の損害については賠償を請求することがで
きない， とやj断した。この結論は，被告の主張するものと開じであった。し
かし，被告の主張する論理，つまり交換価値と利用価値の概念によっ
の賠償は認められないとする理由づけによることは拒百した。
大審院が， i)の畿貴した{凶格およびi)ii)の賃貸料について賠績を認めな
い理由として，第一に示した基準は， I不法特為によって物が滅失した場合
には物の滅失当時の儲格について賠讃を請求することができるj というノレー
ルで、ある。このノレーノレの「物の滅失当時の儲格」による賠盤喜子限定的に解釈
すれば， Iその後藤資した価額Jについては請求することができないことに
なる 3 しかし，大審院は， i)の騰貿した価額について損害賠償が認められる
かどうかの検討に入らずに，先に， i) ii)の賃貸料について次のように述べ
?こ。
f被害者が滅失致損当時に於ける物の価格を諜準として定められたる賠f還
を得たるときは其の被害者は将来其の物に付，通常の使用収益営為し得べき
利益に対する賠f設をも得たるものと謂ふべく更に斯る結畿を請求することを
得ず。J14) つまり，物の滅失当時の価格について賠償を得た被害者は，その
後の「通常の使用収益jについては，損害賠償を得ることができない。しか
し， I特殊の捷湾戦益jについては， I通常の使熊坂益Jと異なる取り扱いを
すべきであると，大審院は考えた。つまり， I之に反して被害者が其の独特
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の技能特別なる施設其の他其の物の特殊の使用収益に国り異常の利益を得べ
かりし特別の事情ある場合に於て不法行為に因り能汚収益を妨げられ為に
の得べかりし利益を失ひたるときは不法行為と損害との開に棺当因果関
揺が存する限り該利益喪失に対する被害者の賠償請求権を認めざるべから
ず。J15)と述べた。「被害者の独特な技能，特別な施設，物の特殊の使用収益
によって異常な利益を受ける特別な事情がある場合には得べかりし利益Jに
ついて， 1相当因果関係が存する限りJ援害賠償の範囲に含まれる， との考
え方を示した。
このように「通常の使用収益j と「特殊の使用収益」を分けて異なる取り
扱いをする根拠として，大審院が示した論理が 1416条の類推適用jであ
る。
そして，大審院は， 1賃借料が物の特別な使用によって得べかりし利益で
あるとして損害賠欝を請求する場合には， 416条第 2項の規定に準拠し不法
行為の当時において将来そのような利益を確実に得べきことを予見し又は予
見し得べかりし特別の事構あったことを主張し，1主，立証することを要す
るJ16)と述べた。したがって，原判決が，傭蛤料を認めた理由が，通常の使
用利益として認めたとしたら，二重の賠償を認めたことになる。特別な事情
があると考えて認、めたとすれば，船舶衝突の当時においてそのような捷用利
益を得るかもしれないことを予見していたか，または予見することができた
ことを判断しなければならない。探索が， 416条の類推適用を否定するかの
ように，この点の判断をしなかった点で，原判決は破棄されるべきである。
大審院は，次に， i)の騰貴した鎚格による損害賠撲について検討し，被害
者はその和益について当然には損害賠償を得ることができない。価格の騰賓
が自然の趨勢によるものであっても，被害者は，不法行為がなければその騰
貴した価額で、転売するなどの処分をするか， もしくはその他の方法によって
騰貴した価額に相当する和益を確実に取得したはずであるという特別の事情
があり，その事情が不法行為当時予見し又は予見し得べかりし場合にだけ，
損害賠償を得ることができる。被害者は，これらのことを主張し，旦，之を
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立証する責任がある， と述べた。そして，被害者が，その最高{価格による利
益ぞ確実に保有できたという事構について主張立誌を尽くしていないので，
最高価格の時を標準として損害賠績の範留守決定することはできない， と判
断しずこJi)。
4. 以上のように，大審設は， r 416条の類推適用Jによって，原審の判断
を鼓棄した。それだけではなくて，大審読は，この判決において，先例を変
している。
つまり， i) ii)の将来の賃貸料に関する部分では，大特大正4・2・818)及
び多大半日大正6・6・419)の二つの料開を?変更している。
大判大lE4・2・820)[1一会}は，不法行為の場合には，霞務不題行の場合に
おける 416条のような規定がないので，通常生ずべき損害と特別の事情によ
り生じたる損害とを区別する必要はなく，不法行為によって損害が発生した
本件の場合においてはその損害が行為者の予見しまたは予見できたものか百
かを審究する必要はない， と述べていた。
また，ミ季大判大lE6・6・421)[1ー ;三]も，関様{こ，不法行為より生ずる損害
の賠償については416条の規定ぞ適用すべきではなし行為と損害との間に
厨果の関採が存在する場合にはその損害が通常生ずべき損害であろうと特別
の事情によって生じた損害であるとを関はず加害者が賠償する義務を負う，
と述べていた22)。
このように，不法行為においては416条の適用はないというのが大審競の
先関で、あった。富喜丸事件判決は，民刑務合部判決をもってこれらの先併合
覆し，不法行為においても 416条の適用があると判断した。
また， i)の した錨格に関する賠償に関しては，ミ~大判大正 5 ・ 11 ・
1723)および安大半江大正 10・4・424)の二つの特慨を変更している。
大特大正5・11・17[H誌の詳しい事実関係は不明である25)が，原審に
おいて，物の滅失について最高錨格の損害賠欝，および最高級格について滅
失時から支払時までの法定利率による損害賠償が認められた。それに対して
大審読は，最高価格時から支払時までだけの法定利息を認めそれ以前の法定
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利率による利息を認めない判断を下したが，最高価格に対する賠償について
は当然に認める趣旨で， I不法行為に依りて侵害せられたる財産権の舗額該
行為後に主り昂騰したる場合に於ては被害者は民法第七百九条に図り損害賠
として最高価額並に之に対する最高価額に達したる時以後賠償済に至る迄
の期間に於ける法定利率に依る損害額の賠償を訴求し得べきは本続判例の趣
に照し明なりJ26)と述べていた。
また，さを大正 10・4・42i) (1-@] も，向様に，不法行為後に物の価格が騰
したときには，最高価格について得べかりし利益全失ったとしてその価格
およびその時以後の法定利息について損害賠償を請求することができる， と
していた9
このように，大審読の先例は，騰貴した価格についての損害賠償を得べか
りし利益についての損害賠績として認めていた。それに対して，富喜丸事件
判決は，騰費した価格を 416条2項に定める特別事清による損害と把題し
て，予見可能性と関連させ， しかも顕告が立証することができた場合にだけ
賠償な得ることができるとした。
5. 大審院は， どのような検討をナ加えたうえでどのような値億判断によっ
て416条の適用があるとしたのだろうか。
大審i涜は， この点、に関して， I民法第四百十六条の規定は共同生活の関係
に於て人の行為と其の結果との!習に存する相当閣果関係の範簡を明にしたる
ものに過ぎずして独り債務不履行の場合にのみ限定せらるべきものに非ざる
を以て不法行為に基く損害賠償の範囲全定むるに付ても開条の規定を類推し
て其の園祭律を定むべきものJ28)と述べた。つまり，大審院が416条の類推
適用を認めた論理は， 1)不法行為の損害賠償の範聞は担当閣果関採によっ
て判断されるべきである， 2) 416条は相当国果関係の範留を明らかにして
いる， 3)不法行為の場合にも 416条な類推適用する， というものである。
類推適用とは，ある特定の事項について規定された法規ぞ類似の他の事項
に適用することである。したがって，類推適用が可能かどうかの判断は，そ
の事態が，法が規定している事態と類似しており，その法規を適用すること
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に合理性があるかどうかを検討することを経ておこなわれることになるはず
である。しかし，大審践は， 416条を類推適用する根拠についてなんら検討
を加えたわけではなし1)不法行為の損害賠f員の範屈は棺当閤果関係に
よって判断されるべきである， 2) 416条は相当因果関係の範関を明らかに
している， 3)不法行為の場合にも 416条念類推適用する，という三段論法
を使用しただけである。
それでは， 1)不法行為の損害賭歯の範屈は相当悶果関係によって判断さ
れるべきである， というノレーノレの摂拠について，大審院は， どのように説明
しているだろうか。大審院は，その理由を次のように述べている c
「なぜならば，不法行為によって生ずる損害について自然的悶果関係に
よって判断すると，その責任。の範賭が広すぎることになり加害者に無隈の負
担合負わせる結果となりわれわれの共同生活環保に適しないことになる，共
間生活の隠係において行為の結果{こ対する加害者の資任喜子問うにあたって
は，一綾的に観察して相当と認め得る範踏においてのみ加害者に責任念負わ
せそれ以外の責任を負わせないのが，法理に合し民法第七百九条以下の規定
の縞神に適していると解すべきであるからである。J2め
つまり，大審院は，不法行為において自然的因果関係と相当因果関係との
どちらによって判新すべきか， と問題喜子立てたうえで，相当閣果関係による
べきとしている。その理由は，大議院によれば，それが f法壊に合し民法第
七百九条以下の規定の精神に適しているjからである。それ以上の説明はな
し、c
大審院は，次に， 416条の規定の趣詣について， 2) 416条は相当霞果関係
の範囲を明らかにしている， と説明したが，この理由については，次のよう
に説明している。
「民法第416条の規定は共同生活の関係において人の行為とその結果との
間に存在する栢当臨果関係の範囲そ明らかにしたるものであり，単に債務不
履行の場合にだけ限定されるものではないoJ 30) 
つまり，この説明において大審践が使用した論理のかなめは， r共再生活
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の関係jである。 416条が共同生活関係においての損害賠撲の範屈を定めた
ものであり，不法行為についても共同生活関係が存在する， と説明されてい
る。ここでも，それ以上の説明はなにもない。大審院は， 416条が前提とす
る債務不履行の場合の当事者の利害状況と，不法行為の場合のそれとに類似
性があるかどうかについては検討を加えないまま， どちらの場合にも f共同
生活関係が存在するJことだけを根拠として， 3)不法行為の場合にも 416
条の規定を類推して因果関{系を定める， という結論を導いている。
以上のように，大審院が不法行為にも 416条を適用するとした判断の根拠
を大審院の判決理由の文言から探ろうとしても，それは明らかになってこな
い。
6.大審院が嘗喜丸事件において 416条を類推適用した意味をどのように
考えたらよいであろうか。大審院は，第一に，原審の判断， に，上告理
由，第三に，大審院の先例と異なる判簡をしている。文言ではなくてそれぞ
れが保護しようとした利益に着目して，富喜丸事件における 416条の類推適
用の意味を検討したい。
原審は，船舶の滅失について， i)船の騰貴した価格については，事物の
自然の趨勢によるものではないので損害賠償は認められないとし， i) ii)の
賃貸料については，傭船は船舶利用のふつうの方法であるので被害者が得る
はずの利益として損害結償が認められる， としている。大審院は， 416条を
類推適用して，同条2項の特別事情による損害として原告がその予見可能性
を主張立証することができれば， i)船の騰貴した価格も i)ii)の賃貸料に
ついても，損害賠績が認められる， としている。しかし，結論としてはこの
ような立証がなされていないので賠績を否定している。
i)船の鶴貴した綴格は，原審にとっては「自然の趨勢によるものではな
いj。大審院にとっても特別事情による損害である。この点では，大審院と
原審は同じ判断をしている。違う点は，大審院は特別事情および予見可能性
について原告に立証責任を負わせながらも，特別事情による損害について賠
撲の範留に入れる余地そ認めていることである。しかし，現実に，そのよう
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な立証を原告ができる事態は稀・な場合でしかないので， i)についての大審読
と原審の判断の差はそれほど大きくはないであろう。
大審院の判断を第一に原審のやj断と比較して注屈すべきは， i) ii)の傭船
料である。原審は，傭船が船舶手Ij用のふつうの方法であるので賠償の範囲に
含まれるとしている。これに対して，大審院は，通常の傭船料は賠償の対象
とはならないとしている。大審院は，この事件で「不法行為に 416条営類推
適用するj と明言しているので， この準期によれば「通常の損害jは損害賠
皆の範翻にはいることになるはずである。しかし，大審院は， r通常の鰭船
料jは賠償の対象とならないとしている。したがって大審読は， r通常の傭
船料jを船舶の滅失による通常の損害とは考えていないことになる。大審院
によれば，船舶が滅失した場合には，その損害は滅失持の時備によって算定
され， r通常の僚船料jは滅失持の髄絡に対する法定利率による遅延損害と
して賠償'されるので， r通常の僚船料j は賠償の範聞に含まれない。つま
り，大審院は， r不法行為に 416条を類指適用するj と明言したけれども，
「通常の傭船料jが賠償されるべきか否かの判断基準として， 416条ではな
くて， r物が滅失した場合の損害の算定方法は滅失持の時{留によって算定さ
れるj という準則から導かれる「物の利用{函館は交換錨債の中{こ含まれて時
価として算定されておりその後の能用収益は法定利率による遅延損害金とし
て賠撲される」という準別によったのである。したがって，富喜丸事件にお
いて r416条の類推適用Jは， r特別事情による損害Jについてだけ意味が
あったと雷うことができる。
第二に，大審設の判決を上告理由と比較すると，前述のように結論は悶じ
であるが，大審院判決は，特別事構による損害について，原告に特別事需の
存在と特別な損害の予見可能性について立証責任を負わせながら，賠償を認
める余地を残しておいた， と震うことができる。
大審院は，特別事皆としてどのようなことを考えていたのだろうか。判決
理由は， r被害者が其の独特の技能特別なる施設其の他其の物の特殊の使用
収益に回り異常の利益を得べかりし特別の事清Jと述べて，特刑事情とし
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て，被害者の独特の技能，特別な施設，その物の特殊な使用収益をあげてい
る。このうちの f被害者の独特の技能jがなにを意味するかについては，若
干の検討が必要である。つまり，被害者が物的な損害を受けた場合について
述べているのか，それとも，被害者が身体的損害を被った場合の逸失利益の
算定について述べているのかを検討しておくことが必要で、ある。
富喜丸事件判決が大審院において物の滅失による損害についてその算定方
法を明らかにした判決だとすると，大審院が身体的損害を被った場合の逸失
利援の算定方法について最初に論議したのはいつであろうか。その可能性が
あるのは，富喜丸事件判決より数か丹前に判断された著名な31)重太郎即死
事件32)である。原告が，死亡した重太郎は営業に従事し 1E3当たり 3円の
収益喜子上げていたと主張して，死亡の翌日より 166臼分の得べかりし利益の
損害賠欝会求めた。原審は， 1日当たりの収識を 2円と認定して損害賠償を
認めた。大審院は，このような損害賠償の算定方法について詞も言及してい
ないい上告人がこの算定方法について争ったかどうかも不明であるが，少
なくとも 1日当たりの得べかりし利益を基準として損害額を算定する方法を
是認しているということはできるであろう。人身損害が発生した場合の損害
賠僕の範閣については， r f等べかりし利益Jという概念を使用していても
見可能性を基準として諾i償額を算定することは想定していなかったのではな
いかと考えてもよいのではなかろうか。つまり，富喜丸事件で大審院が想定
した「被害者の独特の技能jによる特別な損害とは，物について f被害者が
独特の技能Jを持っているがために「得べかりし利主主jがあった場合合意味
していたのではないか。
富喜丸事件の特徴は， に，富喜丸事件判決をナ開判決が否定したそれ以
前の判例と比較するにあたって，その論理ではなくそれらの事実関係を比較
すると，さらに明白になる c 騰貴した舗格に関する大判大正 5・11・17[1一会}
および大判大正 10・4・4[1-引の二つの判例のうち大判大正5・11・17[1ー 引
は詐欺による損害事例であり，大判大正 10・4・4[1一審}は，善意の占有者が
耕作していた稲をその土地の所有者が刈り取ってしまったために損害を被っ
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たとして， 占有者が土地所有者に対して稲による f得べかりし利益J
として最高郷格の賠韓合求めた事例iである。先例が損害賠償を認めたのに対
して，富喜丸事件判決は，勝賞した師格~ 416条2項に定める特別事情によ
る損害と把握して，予見可能性と関連させ， しかも涼告が立証することがで
きた場合にだけ賠鍛を得ることができるとした。つまり，富喜丸事件判決が
示したことは，不法行為に基づいて損害賠績を請求する場合には，不法行為
時の物の時備によって損害額が算定されるが，原告が特問事情および予見可
能性を立証できなければ，最高価格について損害賠償念講求することができ
ないという準郎であったが，それは，詐欺によって物が奪われたとき，およ
び占有物箆奪の場合についてであったc
また，儲飴料{こ関して富喜丸事件判決が引用して覆した大半日大正4・2・8
[1-(む}は，被告の列車と衝突した自動車の所有者が事故の涼因は誤った信
号を出した被告の罷号手にあるとして自動車の儲{療について損害賠撲を?請求
した事{件であった。この事件の事実関係は，特別事情による使用利義とはな
んの際係もなく，被告が主張した特別事情は原告の行為が突然のものであっ
たことのようである。当事者は悶果関保の存苔を争点としているが，突の争
点は，原告の突然の行為に誘発された被告の信号手の行為が過矢あるもので
あったかどうかである c このことを考慮、すると，富喜丸事件判決は，大判大
正4・2・8[トま}について単にその論理だけを?否定したものと考えたほうが
よいようである。したがって，本判決の率実関係は考慮の対象としないこと
とする c
簡飴科に関して富喜丸事件判決が引用して覆したもう一つの判決である大
半u大正6・6・4[1一会}は，違法な故処分によって被害者が第三者に対する
務を履行できなくなったために支払った損害賠償の予定額を賠償請求し
件ーである。富喜丸事件判決は，このような特別事情ふ不法行為者が不当な
彼処分営実行した時点で、このような損害を発生させることを予見していたか
予見可能であったことを被害者が立註することができなければ，損害賠償の
範間に含めることができない， と判断したものということができる。不法行
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為の態様は不当な仮処分であり，特別事矯による損害は， との契約に
基づいて被害者が支払った損害賠償の予定額である。
以上の検討から，富喜丸事件判決が引用して覆した大審院の先例は，すべ
て物の滅失についての損害賠償が請求されており，不法行為の態様として
は，詐欺による物のへん取，占有物侵奪，不当な{反処分事例jである。これら
の態様の不法行為は，アメリカ不法行為法では，意思約な CintentionaD不法
行為と分類されるものであり，過失不法行為 Cnegligence) とはまったく加の
類型の不法行為として別の損害賠償原理が働く分野である。
それに対して，富喜丸事件は過失による不法行為である。しかし，損害の
予見可能性については，特有の事清が存をする。それは，原告も被告も傭船
によって利益を得ている商人で、あり，船が沈没する可能性もそれによって将
来の傭船契約が影響される可能性も計算できる状態にある。そして，
事件では，原告は船の滅失についても商人として計算しており，将来の傭船
料についてあらかじめ損害保険ぞかけており，現実に保険会社から保検金の
支払いを受けている。
富喜丸事件判決は，先に検討したように，霞務不履行の条文である 416条
を不法行為に類推適用すると明言したが，富喜丸事件のどのような具体的事
実が債務不履行の事{7Jと類似するから 416条を類推適用することが妥当であ
るというような説明は， していないc 一般的に， I法理に合し民法第七百九
条以下の規定の精神に適しているJと説明するだけである。判決理由がその
ような説明しかしていないと，債務不履行の条文である 416条が不法行為{こ
一般的に適用され， 416条が不法行為の閤果関係または損害賠償の範囲を決
定する大原則のように理解されることになる。とくに，事実との対応で判例
そ理解する文化が存在しないと，裁判所が何ぞ語ったかだけが詮自され，原
知だけが一人歩きすることになる。富喜丸事件判決は，過失不法行為に関す
るものであるけれども，鏑船を業とする商人間の不法行為で、あり発生した損
について予見可能性を想定することができる事実関係にあったことに注目
しておきたい。さらに富喜丸事件判決が覆した先慨は，アメリカ法では特殊
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な不法行為に分類される不法行為類型であったことにも注目して，
件判決以後の判例を分析することにしたい。
II 416条ぞ類推適用した判例
1. 富喜丸事件判決によって，不法行為の場合にも 416条が類推適用され
ることが明言されたが，その後の大審院または最高裁判決では， 416条はど
のような事部についてどのような準則として判断基準として使用されたので
あろうか。
この開題の検討を始めるには，不法行為について 416条を類推適用した判
決にどのようなものがあるかを確定しなければならない。そのためには，
416条を類推適用しているということが何を基準に決定されるかを明らかに
しておかなければならない。 416条第 1壌は通常損害について規定い判開
において「通常損害j と f棺当密果関係j との関係はしばしば同じ意味で捷
用されている。 通常損害について判断している判部は，必ずしも 416条を類
推適用している判決とはいえない。また，寓喜丸事件判決が416条ぞ類推適
用した意味が，特別事情による損害について，原期として損害賠償を否定
し，原告が特刑事靖および損害についての予見可能性を立誌できた場合にだ
け按筈賠償の範留に含めるとした点にあることをナ考慮、すると， 416条を類推
適用している判例とは， I特別損害jについて判断している判例ということ
ができる。
したがって，判決理由中に f特部損害Jについて言言及している判例喜子中心
に，原告が主張する損害ぞ「特別損害Jであると認定したうえで， 2.損害賠
を認めた判決， 3.特別事情およびその予見可能性について立証が尽くされ
ているかどうか判断すべきであるとして差し戻した判決， 4.それらの立証が
なされていないので損害賠償が認められないとした判決のJI自に，検討する G
2.富喜丸事件以後，大審院または最高裁が不法行為事案において， I特5.jIJ
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損害j またはそれに類似する「特別な損害JI特別の損害JI特別の事情によ
る損害j という概念を使用して判決したものはどのようなものであるかを調
べると，それは予想外に少ない。
そのなかで，原告の主張する損害を特別事情による損害であるとしたうえ
で，原告に損害賠償を認めた判決は，①最判昭和M・6・2333)，および争最
判平成8・5・2834)である。)1国次，やや詳細に検討する。
① 最判昭和 39・6・23[2ー を]の事実関係の概要は，次のとおりである。
原告が所有する山林の立木を被告が不法に伐採して売却したために，原告
は，被告に対して不法行為に基づいて損害賠償を語求した。原告は，
を算定するにあたり，伐採時の立木の時簡ではなく，遺正伐採期まで育成し
て伐採するものとして適正伐採時の時価を請求した。
京審は，原告主張の損害賠償を認めた。原審が，適正伐採期の時儲につい
て，通常損害と判断したのか，それとも特別損害であり予見可能性があった
と判断したのかは判決理由からは明自ではない。原審は， I立木の適正伐採
期における収獲を?喪失した損害は不法投採により通常生ずる損害とみるべ
く，不法伐採者は適正伐採拐における立木の時価栢当額を賠欝しなければな
らない。Jとするとともに， I被告が立木の伐採販売を営んでいたこと，原告
が右11林を通常の方法で管理していることを知っていたことが認められるか
ら，被告は控訴人が適正伐採期における右立木の収援を取得し得ることそ予
見し又は予見し得られたものと推察され，従って，被告は，右立木の適正伐
採織において原告が取得できた筈の淑獲を喪失した損害賠ち適正伐採期にお
ける立木の時価相当額を賠償する義務があるcJ と述べた。
被告は，この点に対して，立木の適正伐採期における時価は通常損害でな
いこと，および， I大正十五年五月二十二百大審続聯合部判決によれば，特
別事'1脊とは単なる希望ではなく，確実に利援を?取得したるべき事清でなけれ
ばならないから本件においてu住適正伐採期に伐採したであろうとの推察のみ
では特別事構でなく，適正伐採期までは如何なることがあっても伐採しない
特別な事情があ〔ることが必要であるo)J として，上告した。
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最高裁は， r原判決は，民法四一六条二項による範鴎の損害額を背認した
ものであること，半日文上明らかである」として，上告を棄却した。
② 最判平成8・5・28[2一号]の事実の概要は，次のとおりである c
原告は，被告が所有していた建物を競落し建物の所有権と敷地についての
法定地上権を取得した。被告は，強制競売について執行抗告を申し立てたが
棄却され，最高裁でも抗告を却下された。被告は，その後も建物の明け渡し
を拒み，原告に対する建物の資料債権を被保全権利として，建物について佼
差押命令の申立てをし，その結果，建物に仮差押えの登記がされた。また，
建物の所有権移転登記の抹消登記手続等を求める訴えを提起し，この結果，
建物に所有権抹消の予告登記がなされた。
原告は，被告が原告に対してした佼差押命令の申立ておよび訴えの提起が
不法行為に当たり，これにより原告は建物の転売契約を履行することができ
なくなり，接寄を被ったとして損害賠欝を請求した。
原告は，質主に支払った違約金，得べかりし転売利益および弁護士費用を
と主設した。原審は，得べかりし転売利益及び弁護士費用について損害
賠償を認めたが，違約金については認めなかった。原告が上告し最高裁
は，違約金について，原審の判断を覆した。
最高裁は，被告が，不法行為守した時点において， r建物の競売による翼受
代金〔中将〕を知っており，また，原告が転売の意思をもって本件建物を取得，
保有していること及び転売がされた場合には原告が少なくとも一三五O万円
の利援を得ることを知ることができたというのであるから，被告は，自らの
不法行為によって，原告が転売契約を躍行できずに-000万丹謹度の違約
を負担せざるを得なくなることをも知ることができたというべきであるJ
として，違約金についても損害賠償を認めた。
以上のニつの判決だけが，不法行為について 416条2項を類推適用して特
別事需による損害について損害賠簡を認めたものである。【2-舎〕判決は，
416条2壌によることを?明言しているが， [2-争}判決は，違約金についての
を特別損害であるとは明言していない。しかし [2一号}判決の判決理由
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の論理をたどると，所有者が転売契約を履行できなくなることについて予見
可能であると判断したうえで，原審の判断を議して，損害賠償を認容してい
るので，違約金について 416条第2項に定める特別損害であると判断してい
ると考ーえられる。そして，最高裁は，不法仔為持の不法行為者の予見可能性
について， r不法行為者が開題の建物の競売価格を知っていたことJ，r被害
者が転売の意思を持っていたことおよび転売利益を得ることができることを
知ることができたことj を認定して， r被害者が違約金を負担せざるを得な
くなることをも知ることができたj と判断している。不法行為者について不
法行為時の具体的な予見可能性の存在を認定していると言うことができる。
【2-G)】判決における不法行為の態様は，山林の不法伐採であり，賠償が
認められた特別事情による損害は，適正な伐採時期に伐採したであろうなら
ば原告が得ることができた立木の価格である。 [2一(2)]判決においては，不
当な訴訟提起であり，賠償が認められた特別事情による損害は，不当な仮差
押えおよび訴えの提起によって所有者が転売契約を履行できなくなったため
に第三者である巽主に支払った違約金である。不法行為の態様が，不法な所
有物の侵奪および不当訴訟であることに注目すべきである。
3. 次に，原告の主張する について特別事暗による損害であると判断
したうえで，原告が特別事情による損害であることおよび予見可能性につい
て立誌をナ尽くしているかどうかについて判断すべきであるとしたこじ大粍昭
和5・12・2035)および多大判昭和 10・5・136)について検討する。
① 大半日昭和5・12・20[3一号】の事実関係の概要は，次のとおりである。 x
ら5名が立木について所有権を手ぎしていたが， Yはそのうちの l名から譲渡
されたと称して立木ぞ伐採してしまった。 xらが立木の 5分の 4について，
Yに対して損害賠償を請求した。原審が，伐採後半年ほど経過した時点の立
木の価格に基づいて損害賠償営認めたので， Yが上告した。
大審院は，富喜丸事件判決を引用して3i)，r不法行為に因る物の滅失致螺
に対する現実の損害賠償額は滅失致損当時の交換価格に依り之を定むべく其
の物の価格が不法行為後騰貴したるときは被害者の不法行為なかりせば売却
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其の他の方法に依り騰貴したる儲額に相当する利益ぞ確実に取得し得たるべ
き特別の事情存し不法行為の当時之を予見し又は予見し得べかりし場合に限
り之に相当する損害の賠償を請求し得るものとす。Jと述べて，原審が漫然
と伐採後半年ほど経過した時点の立木の髄格に基づいて損害賠償を認めたの
は誤りであるとして，惹し援したc
φ 大判昭和 10・5・1[3一多}の事実関係の醜要は，次のとおりである。原
告が自動車4合を所有して本件家屋において運送業営営んでいたところ，被
告が家屋について強制執行をおこなったため，原告は48B開運送業をおこ
なうことができなくなったc 原告は不当な強制執行を理由として， 48 B間
の営業利益について損害賠績を請求した。
原審が， 1日当たり 20円48日開の営業利益について損害賠償を認めた。
Yが，特別事情の有無とその事罷の予見について， fi可等判示せずに全部の賠
ぞ認めたことを違法として，上告した。
大審院は， r自動車による運送営業者が従前の営業場所である家屋を営業
に使用することができないときは特別の事構がないかぎり遅滞なく他に適当
の場所を求めて営業を継続するのが通常であり，訪日間も休業するのは稀
有の事関に属すJと述べて， 48日間の休業による損害全部を通常損害であ
るとすることができないと判新した。そして， r原審が，特別事靖の有無乃
至其の事簡の予見について，何等判示せず、に全部の賠鐙を認めたことは審理
不尽理由不備であるJと判断して，原審を破棄し差し戻した。
本判決において，大審読は，原告が請求する 48日開の休業損害について
は通常損害ではないと判断したうえで，原審において特別事情の有無と予見
可能性の有無を審理する必要があると判断した。本判決は，富喜丸事件判決
をまったく引用しなかったが，富喜丸判決の r416条の類披適用jの考室長日に
基づいて，休業損害について賠償'を認めた原判決を覆したものである。
このように本判決において 416条が類推適用されたが，その前提となる
要な事実として指捕することができる事柄は，本事例において，第一{こ，加
害者の不法行為の態様が不当な強制執行であり，第二に，損害の撞類が休業
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損害であることである。不当な強制執行は，アメリカ法では不法寝入や名誉
殻損と並んで「意思j不法行為と分類されることがある不法行為類型であ
る。不法行為時に損害発生について故意があるとまでは言えないかもしれな
いが，行為を意思的におこなっている場合には，行為の時点で損害発生の可
能性について予見可能性があることが考えられる。強制執行の設階で、自的物
の使用収益のあり方について知ることは可能で、あり，その経済的な損失につ
いては予謝することは可能である場合が存在する。したがって，本事例で，
損害賠簡請求の可否を予見可能性の有無に関係させる判断がなされたと言う
ことができる。
4 最後に，原告の主張する損害について特別事情による損害であると判
断した判決のなかで，原告が特別事靖による損害であることおよび予見可能
性について立証を尽くしていないので，損害賠欝全認めることができないと
した①大判昭和 15・2・2938)，および②最判昭和48・6・739)について検討
する。
① 大判昭和 15・2・29[4-(立では，予見可能性の基準時が争点となって
いる。本判決は，富喜丸事件判決を判決理由中に引用した数少ない判例40)
の一つである。
株式の取得者が，株式名義人から自己に名義書換手続をしようとしたが，
その手続において株式名義人の間違った行為により名義書換予続を完了する
ことができなかった。このために，名義人で、あれば得ることができたはず
の変態増資による新株割当の和益について，損害賠償を請求した事件であ
る41)。
原審は，変態増資は通常生ずべき事情と見ることはできないと判断し，被
告が訴外八に白紙委任状を添えて株券を交付したる際にこの変態増資を予
見しまたは予見し得べかりしものと認めることができる証拠も存しない， と
して請求を棄却した。原告は，被告が株券交付した後の一定時期を示して，
その時期に被告は変態増資金予見したまたは予見することができたはずであ
ると主張して，上告した。
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大審院は，富喜丸事件判決を引用しながら，特別の事情についての予見可
能性の基準時は不法行為持であるとして，上告を棄却した。
本判決は，富喜丸事件の「特別の事情についての予見可能性の基準時は不
法行為持基準時であるj というノレーノレによって，損害賠韻語求を否定し
例iである42)。そのことによって，原審における判断，つまり，原告は，被
告が不法行為持に特別事官について予見していたまたは予見可能であったと
いうことについて十分な証拠を示していないという判断がそのまま認められ
たと言うことができる。
本判決において不法行為と主張されている行為は，株式移転手続において
麗出と違う印鑑を押印した白紙委任状を交付した行為である c この行為が故
意符為であるとの主張がとくにみられないので，過失行為であることを前提
に不法行為に基づく主張をしたと推測される。伎にそうだとすると，本事例
は，過失不法行為についてその行為時の予見可能性の有無を問題とした事併
であり，その点で富喜丸事件と類似していることが注自に値する。
しかしながら，不法行為と主援された行為は{偶発的な事故ではなく，株式
の名義移結手続に関する行為である。被告が株式の名義人である以上，一般
的に株式所有から発生する利益および不利益については了知しており，保有
していた株式について靖報を獲得していた可能性もありうる。そのような
積を考惑すると，援に過失不法行為であるとしても，特別事情についての予
見可能性の有無を問うことの意味が存在する事館でもある。また，被告と蕗
との関保が株式の譲渡人と譲受人であるとすれば，債務不履行嚢任を問う
ことができる関係ではないかとおもわれる。
以上のように，不法行為の態様という点から本件をみると， f也の事例とは
異なっていることが明らかである。また，本事例では，原告が主張している
損害が，特別増資に伴う新株の苦手j当が受けられなくなったという得べかりし
経済的な損失であることにも注自すべきである。
窃 最判昭和48・6・7[4一会}は，不法行為の損害賠償の範留に関する一般
原知を示したものとして，富喜丸事件と並んで引用されることが多い判決で
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ある。それは， r不法行為による損害賠償につき民法四一六条が類推適用さ
れるとする見解そのものに賛成することができないj とする大橋裁判官の反
対意見に対して， rいまただちにこれを変更する要ぞみないJと述べて不法
行為について 416条を類推適用することを再確認した判決であるからであ
る。
本件の事実関係をやや詳しくみてみることとする。本件は，神戸でカステ
ラ製造販売を営む合資会社の有眠責任社員 Xが，解任された前有限責任社
員Y(原告の異父兄)がおこなった仮処分決定の執行によって損害を被ったと
して賠償を請求した事件で、ある。この事件の背景には，有限会社の経営や土
地利用の方法をめぐって争いがあったらしい。その争いの内容に関しては，
X主張のように， Yが真面自に[動かず金をせびるだけの話的ぞ持っていた
か，それとも， Y主張のように， XがYの関与を棚上げにしようと爵策し
たのか，そのどちらであるかについては，判決は認定していない。 Xが不動
産ぞ担保として銀行から融資を受けて東京に進出する計画を持っていたと主
張するが，他方， Y は， Xが勝手に慰産を処分して東京に出奔すると主張し
て， Xの財産処分を禁止する{反処分を申請し，その仮処分決定の執行をし
たっこの執行に対して， Xがその本案の起訴命令の申立をし，間命令がY
に発せられた結果， Y'ま，右仮処分の執行取消手続そした。
X は， Yの不当な{反処分の執行によって，資金調達に支障が生じ東京での
支届開設に遅れが生じたと主張して，その闘の得べかりし利益および信用失
躍による精神的損害について， Y (こ対して賠償を請求した。
第一審，原審ともに， Xの請求を認めなかった。その理出は，第一審で
は，仮処分の前提要件である被保全権利がないことが認定できず，不当な仮
処分とは言えない， というものである。原審も悶様に不当な仮処分とは雷え
ないと判断するとともに，さらに， X主張の損害は特別の事常によって生じ
た損害であるから，請求を認容するには， Yがその特別の事情を予見しまた
はそ予見し得べかりし状況にあったことが必要であるが，その認定をすること
ができない， という理由が加えられた。
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最高裁は，判決理由の冒頭で， 416条の類推適用について次のように述べ
る。
「不法行為による損害賠欝についても，民法問一六条が類推適用され，特
加の事矯によって生じた損害については，加害者において，右事i請を予見し
または予見することを得べかりしときにかぎり，これを賠償する寅を食うも
のと解すべきであることは， flH列の趣旨とするところであり(大若手続大蕊一二
年(オ)第三九八号・第五二一号同一五年五月二二日判決・民袋五巻三八六][，長三潟主主昭和
二八年(オ)第八四九手手間三二年一月三一日第一小法廷判決・民袋一一巻一号一七0][，同
昭和三七年(オ)第泊四回与予防三九年六月二三日第三小法廷判決・民集一八巻五号八四二頁
参!浪)，いまただちにこれを変更する要そみない。J
そして， X主張の損害について「通常生ずべき損害にあたらず，特加の
情によって生じたものと解すべきj と判断したうえで， Yが「本件{反処分の
申請およびその執行の当時，右事{青の存在を予見しまたは予見することを得
べかりし状況にあったものとは認められないとした原審の認定守正当j と判
断して，上告を棄却した。
なお， f，反処分の被保全権利の存否については，原審と判断を異にして，
f被保全権利の不存在が，ヌド案訴訟において確定されていないとしても，
Yが起訴命令な受げながら本案訴訟をケ提起せず，かえってみずから仮処分の
執行取浩申請をしたという事実があるとすれば，本件仮処分は被保全権利を
欠く違法なものであったと推認するのが担当である」と判断した。
この事件において，最高裁は，不法行為の被害者が発生したと主張してい
る損害について，それが通常損害ではなく特別損害であると判断したうえ
で，加害者が行為時に，特別事情を予見したかどうか，または予見可能で
あったかどうかについて検討を加え，予見可能性があったとは認定できない
ことを根拠として損害賠償請求そ否定している。原告が第一審において請求
した損害は，不当な佼処分単語とその佼処分決定の執行によって支府開設が
i遅延したために発生した得べかりし利益と信用を失撃したことによる精神的
損害である。原審においては，支!吉進出のために土地を取得する費用が余分
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にかかることになった損害についても損害賠償が請求された。このすべてに
ついて，最高裁は特別事情による損害として判断している。
本判決における不法行為の態様は，不当な佼処分申請とその仮処分決定の
執行であり，講求されている損害は，そのために支癌開設が遅延して喪失し
た得べかりし営業利益と信用を失墜したことによる精神的損害，および土地
を取得するために余分にかかった費用である。
5. 以上において，特別事構による損害であると大審院または最高裁が認
めた判決について検討した。それらの判決は 416条第 2項を類推適用したも
のである。ところが，それ以外にも， 416条を準則として判断しているとお
もわれる判決が存在する。
その典型的なパターンは，原審において損害賠償が認められたことに対し
て，被告がその損害について「特別損害」であると主張して上告しているも
のである。被告は，特別事情またはその予見可能性についての立誌が尽くさ
れていないと主張している。それに対して，最高裁が，上告理由がないとだ
け判断して上告をナ棄却する場合や， または問題の掻害について相当国果関係
が存在すると判断して上告を?棄却している場合が多いが，稀に，損害につい
て検討して， i通常損害である」と確認したうえで上告を棄却していること
がある。そのような場合には， 416 条~準則として判断していると考えられ
る。そのような判決としてこむ最判昭和 0・4・2543)および笹最判王子成8・
5・2844)を検討する。
また，ミ季最判昭和 61・7・1745)は， その争点、が前訴の既判力，すなわち，
前訴判決で将来の損害賠償を認容された場合に，事i育変更を理由としてさら
に損害賠償を請求することができるかに関するものであったが，判決理由の
なかで，特別損害と通常損害という概念を使用して判断しており， 416条を
準期としていたと考えられるものである。これらの判決をけi領次検討しておく
こととする。
① 最判昭和 49・4・25[5-引は，交通事故の被害者の近親者が看護のた
め被害者のもとに在復した旅費について， r近親者において看護等のため被
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害者の許に赴くことが，被害者の傷害の謹度， il該近親者が看護に当たるこ
との必要性等の諸殻の事靖からみて社会通念上担当であり，被害者が近親者
に対し右旅費を返還又は鏡還すべきものと認められるときには，右旅費は，
近親者が被害者の許に往復するために通常利用される交通機関の普通運賃の
限度内においては，当該不法行為により通常生ずべき損害に該当するj と判
断した。損害賠鐙ぞ認めた原審判決に対して，被告が「特別事管による損
であると主張して上告したのに対する判断である。
本判決は，時期的{こ，不法行為について 416条を類推適用することを再確
認した最判昭和48・6・7[4一会]に続くものであり，間判決と陪様lこ，大関裁
判官は，不法行為について 416条を類披適用することについて皮対する見解
を明らかにしている料。そのような意見に対して，本判決の多数意見は，
不法行為について 416条念類推適用することを再確認するために，議求され
ている外留との往復旅費を f通常生ずべき損害であるj と断定したと考える
ことができる。
本判決の事案は交通事故であり，不法行為の態棒は，意思的な不法行為で
はなく過失不法行為である。また，発生した損害は，第一次的には人身損害
である。
人身損害が発生した場合には，看護に関する費用は，被害者の傷害の袈
度，当該近親者が看護に当たることの必要性等の諸般の事{脅からみて社会通
念上相当であるかぎり{ふ交通費も含めて損害賠簡を請求することができる
とするのが，本判決の趣旨であったものと考えられる。しかし，本事訓にお
いては，被害者の親族が外国から帰国する必要があったためにその費用を損
として賭欝請求することができるかどうかについて争いとなり，被告がそ
れは f特別事情による損害jであると上告し，また，大隅裁判官カ"416条喜子
類披適用するという原期に対して反対したがゆえに，多数意見が「通常生ず
べき損害であるj と述べたものである。本件で請求された損害の種類は，
極的財産損害である点でも，本稿で取り扱っている他の判決とは異なってい
る。
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<2> 最判平成8・5・28[5ー ②]は，違法な不動産の仮差押命令の申立ておよ
びその執行による不法行為に関する損害賠償請求事件である。
Yが， Xに対して損害賠償債権を有するとして， X所有の不動産の仮差押
命令の申立て及びその執行を行った。 Xは，当初からその被保全権利が存在
しなかったとして，違法な仮差押命令の申立て及びその執行によって，損害
を被ったと主張した。 Xが主張した損害は，仮差押解放金を供託してその執
行の取消しそ求めるため，金融機関から資金そ借り入れ，あるいは自己の資
金ぞもってこれに充てることを余儀なくされたとして，時入金に対する約定
の利息および債務者の自己資金に対する法定利率の割合に相当する金員で
あった。
原審が，それらの金員そ違法な仮差押命令により債務者に通常生ずべき損
に当たると判断した。被告は，仮差押解放金のための借入金の金利相当額
は特別損害に当たると主張して上告したc
本判決は， i仮差押解放金の供託期間中に債務者が支払った右措入金に対
する通常予測し得る範閣内の利怠及び撰務者の右自己資金に対する法定利率
の割合に相当する金員は，違法な仮差押命令により債務者に通常生ずべき損
に当たるj と判断して， を棄却したc
rJ通常予測し得る範関内の利息Jは[通常生ずべき損害Jと述べている点
で，通常損害であるかどうかの判断基準として一般的な予見可能性を問題と
していると言うことができる。そのような意味で416条を基準として判断し
ているものと考えることができる。
本件における不法行為の態様は，違法な仮差押命令の申詩および執行であ
る。また，請求されている損害は，それを免れるために第三者から借り入れ
た金員についての約定利息である。本件の事実関係は， [2-CDlと非常に類
似している。 [2-G)1における不法行為の態様は，違法な仮差押命令の申請
および訴えの提起による不法行為であり，請求された損害はそのために第三
者との売買契約を履行することができなくなったために支払った違約金で、あ
る。【2-C況判決では，特別事清による損害であると認定したうえで，損害
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籍償ぞ認めているが，本判決は，館別の立証を要求しないで「通常予iHUでき
る損害であるj として「通常損害」として損害賠慣を認めているc
③ 最判昭和 61・7・17[5会}の争点は，前訴判決で将来の損害賠償を認
容した場合に事清変更を理由として追加して損害賠欝を請求することができ
るか， というものであった。
本判決の事実の概要は次のとおりである。 Xの土地主，:yが不法占拠し続
けているために， XはYに対して，前訴を提起して，建物収去および土地
の明け渡しを求めるとともに，明け渡しまで賃料相当額を損害金として支払
いを求めた。前訴でXの請求が認められ，昭和 54年 1丹30自に確定した。
しかし， yが土地の不法占拠を続けて第三者に童貸し続けたままであった。
前訴の口頭弁論終結後，土地価格が著しく高騰し，昭和 54年から百年にか
けて，さらに近隣で潟業地としての整備が完了したために，土地合駐車場と
して使用することができるようになりその費料相当額が前訴で認容された額
を大きく上関った。そこで， Xは，栴当賃料額と認容額の差額について支払
いを求めて新たに訴訟を提起した。第一審が語求を棄却したので， Xは控訴
し，新たな控訴理由合付け加えた。新たな控訴理由は，前訴確定後に生じた
経済的察官の変更により昭和百年4月1自の駐車場としての賃料指当額は
13万円になっており，前訴認容額が著しく不相当となり当事者間の公平を
甚だしく害する事情があると主張した。
原審{ま，事情変更の主張に対して，前訴認容の建物の賃料相当額の損害賠
償請求は通常生ずべき損害の請求であり， Xが本訴で請求している駐車場と
しての賃料についての得べかりし利益の損害は前訴で語求していない特別事
情による損害であると判新した。さらに，特別事靖についてのYの予見可
能性に関して，原審は， yが本件土地の西側隣接地で駐車場の営業をしてい
たことをあげて，本件土地が駐車場として利用されるに車ることは周辺の状
況から Yにおいても予想、できたところであると認定して，特別事情による
について請求を認容した。
最高裁は，事情変買の顕員立によって新たな損害賠鐙詩求ぞ認めた。しか
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し， それは事情変更があったと判断される昭和 55年4丹1日以後の損害に
ついてである。
それ以前の損害の差額，つまり前訴の口頭弁論終結後から昭和百年 3月
31日までの建物の賃貸料と駐車場としての賃料との差額については， r土地
の所有者が{反換地の不法占拠者に対し仮換地の使用収益そ妨げられているこ
とによって受ける損害の賠績を求める請求権は，通常生ずべき損害及び特別
事情によって生ずる損害を通じて一個の請求権であって，その緩行を求める
訴えにおいて，通常損害と特別損筈のいずれか一方についてのみ判決を求め
る旨が明示されていない場合には，たとえ請求原因としてはその一方のみを
主張しているにとどまるときであっても，一部請求であることが明示されて
いるのと問視しうるような特段の事措の存在しない限り，これに対する判決
の統判カはお請求権の全部に及び，新たに訴えを?提起して，右請求を一部請
求であったと主張し，他の一方の損害の賭{震を求めることはできないj と判
断した。
本判決は，前判決の既半uカの範圏に関する争点について判断するにあたっ
て， r通常損害と特別損害は合わせて一個の請求権であるj と判断してお
り，損害について f通常損努j と f特別損害jを別のものとして認識してい
る点で，不法行為についての 416条の類推適用を前提としているものと考え
られる。
本判決において，不法行為の類型は土地建物の不法占拠で、あり，請求され
ている損害は，土地の利用についての得べかりし利主主であるJ誌がj主主iに総す
る。
以上において検訴対象とした判決のほかに，判決理山中で富喜丸事件判決
を引用している判例，大判昭和 12・2・23'li)および最判昭和 32・1・3148)が存主
する。これらは，富喜丸事件判決を引用してはいるが， 416条の類推適用に
関する先例として引用しているわけではないので，本稿では検討対象とはし
ていない。
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IV結論
以上の検討から，第一{こ， 416条を類推適用して，特部損害であると大審
読または最高裁が判断した[2-(況からお一号];までの六つの判決における不
法行為の態様は， [2-争]山林の不法伐採， [2-争]不法な訴訟提起， [3一①}
立木の不法伐採，【3-争}不法な強制執行， [4-(D];株式の移転手続における
過誤，【4-~] 不法な仮処分執行で、あることが明らかになった。また，
事件が引用し援した判決[1一審][1一号][1…多}における不法仔為の態犠は，
詐欺による物のへん取，占有物箆奪，不当な{反処分事例iであった4針。つま
り，富喜丸事件判決および日一号}を除いて，不法な己王手ま物所有物の侵奪ま
たは不当な提訴等の意思的な (intentional)不法行為類型である。そして，
丸事件は損失について計算可能性がある海人間の不法行為であり，日-(i)]
は株式譲渡に関する療務不耀行に類似する不法行為である。
{こ，損害諮償請求の対象となった損害は，じ-(i)]適正なf文採時期に
伐採したで、あろうならば得ることができた立木の髄格， [2一季}第三者との
契約を履行することができなくなったために第三者に支払った違約金，【3ー
ヨコ}原告主張の時期の立木の錨格， [3一会]不法な強制執行によって営業が
できなくなった期間の営業利益， [4-(i)]株式名義人であれば得ることがで
きたはずの変態増資による新株割当の利益，【4一会}不法な仮処分執行に
よって支時開設が連れた期間の得べかりし利益および信用失援による精神的
ある。また，富喜丸事件判決が引用し覆した判決[1-~] [1一舎〕【1-
@]における損害は，詐欺によって占有そ奪われた物の騰棄した価格，不法
に刈り取られてしまった舗の最高錨格，不法な仮処分によって第三者に対す
る債務が履行できなくなったために支払った損害賠償の予定額である。つま
り，物の誠失に関する得べかりし利益，第三者との間に存在した契約が不援
行となったために契約に基づいて支払った金員，予定通り営業できれば得ら
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れたであろう営業上の利益，および適切に手続が行われれば株式所有から派
生する新株苦手j当の利益である。これらの は，特別事清による損害とし
て，特別事情とその予見可能性が立証されれば賠欝請求が認められる損害で
ある。
以上から，不法行為法における 416条の類推適用は，富喜丸事件判決にお
いてー較的な原則とし されたが，実は，その後の大審院および最高裁
判決では限定的な範臨で機能してきたと考えたほうがよいようである。
なお， II 5.で検討した f通常損害jに関する判決をどのように解釈した
らよいかについては疑閉そ抱いたままである。この類型の判例については，
いまだ網羅的に検討したとは言えない状態である。判例が通常損害について
も，予見可能性に言及しないで，因果関係の椙当性そ述べるにとどまる傾向
に移行しているのではないかとの印象ぞ持っているが，この点についても論
誌できていない。
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おこなうことが必要であ弘前記昭和 48年判決ぞ変更する旨の大法廷判決がない以
上は，不法行為に 416条を適用することは，そのまま最高裁の考え方として維持さ
れていると言うことができる。
10) 議、ドIJ王子成 8・5・28裁判所持報 1172・2'fiJi待 1572・53判タ 914・100，および平成 8・5・
28民集 50・6・13010
11) 原告の請求した損答は，正確には，保険会社から填補を受けた額などを控除した
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額であるが，ここでは，本稿の趣震に沿うように婆約して表現している 6
12) 民集5・6・3920
13) 原告が先例として引用した判決{立大判明治41・3・18民録 14・290，大将大正7・1・28
民録24・51，大半日大lE10・4・4災録27.616である。
14) 民集5・6・4190
15) 同上。
16) 関上4200
17) 大審院にとっては，原審が騰愛した総務については踏畿が認められないとした結
議は妥当であるが，績協の際貿は自然の趨勢によるものではないことを漂白として
いる点で，原主義の'f.iJ断は路透っていることになる。
18) 災録21・810
19) 災録23・10260
20) この家件の事実の概要は次のとおりである。原告の良塁持率が滋切で被告の電取と
衝突して損害ぞ被った。療をきの自動車遂転手は，被後の踏切の信号予の信号:こ従っ
て遂行して電車lこ筏炎するに奈った。原告が8動車の援容について摂害賠僚をケ議求
したのに対して，長主主義が綴皇室}務畿を認めた。被を告は，次のように主張して上祭し
た。綴切の信号手が間違った信号を出したのは，原告の自動E与がお迷皮で突然遂行
してきたことに驚いたからである。原告の行為に緩いた結果信号手が誤った信号を
おして，燦傍{こ損害が発生しでも， その損害は「禁物ノ通常ノ経過ヨリ生シタノレ翁
~J と主主うことができず，むしろ「特別ノ準備ヨワ生シタノレモノ j と言うことがで
きる。したがって，際審判決が，信号そFがその特別の事務を予えすることができた
かどうかについて何らの判断を下さないまま，被告に損害賠償合認めた点で怒治不
備の遠法がある。
大室参院は， r不法行為ノ場合ニ於テハ不履行ノ場合ニ於ケ/レ民法第四百十六条ノ如
キ規定ナキテ以テ通常生スヘキ損答 i、特別ノ察情トニ関リ生シタノレ損害トテ関アノ
婆ナク従テ不法行為ニ箆リテ鍛害テ生シタノレ本件ノ場合ニ於テハ主主損害カ行為者ノ
予見シタノレモノ又ハ予見シ得ヘキモノナリヤ夜ヤデ空襲究ス/レノ要ナシj と述ベて，
上告を棄却した。
付け加えると，以上から明らかなように，ここで原2きが争っているのは，讃答務
長室の範踏ではない。むしろ，資任成立姿{牛としての殴泉関係である。しかも，争点
l立国築関係で、あるような争いガミケしているけれども，本当の争点は，阪をきの行為を
前提として被告の信号手の行為は過失と評価できるかどうかであったとおもわれる。
21) この事件の事突の緩~は次のとおちである。原告は第三者との間で，原台ぞ売主
とする木材の予定良契約ぞ締結していた。この契約には予言主が一定の期限に木材を引
き渡さないときには， 'ie.:tの過失の有無念潟わずに 2000丹ぞ簸綴するという条項が
含まれていた。被告が契約の目的物である木材について仮処分をしたので，原告は
141 
19B設に契約を履行することができず，第三者に対して契約に従って予定された援護
絞償金支払った。潔告は，不当な仮処分によって損害を被ったとして，第三者に支
払った損害賠償額について掻答賠償を請求した。原審が損Z寄贈f授を認めたので，被
告が上告した。
22) 向判決は， IZSI果関係をどのような基準で判断するかについては， r事物通常の状態
に依り社会努遂の観念に基き之.a判断するの外なきものとすj と述べた。
23) JfU~ 22・17ii。
24) 民録2i・6160
25) この事件の察災関係は明らかではない。刑事法廷でおこなわれた詐欺事件の付殺
私言時半u決であり，および判決理由中に怒怒に言言及した部分があるので， !忍怠の犯罪
による被害に関する損害公賠償請求したものとt役立!IJできる。
26) 刑録 22・1i84c
2i) この泰子j:の事実の概要は，以下のとおりである。賃貸人(所有者・被告)が賃借
人(転貸人)に対し契約解除の怒怒、表示fとしたが，僚をきである転借入がこれを知ら
ず，またその遜知念受けたこともなしその土地に穏を耕作し続けた。所有者がこ
れを刈り絞ってしまったために，原告が稲の総支した悩格について領害賠償主主議求
した。!家主きは，勝資した餓洛について法定利率による損害賠償を認めたc 上告双山
は多岐にわたったが，大空普段は，養窓のど当有者として本訴のことえ!!を緋作した原告は
その果実である稲を収得する権利があると認めたうえで，被審物の悩絡が不法行為
の1寺より後lこ!飽食したときはJf高針権利者はその機会を利用して利主主.a1ifべかりしも
のなれば際立した1寺の鮒if設によって賠総額ぞ算定し請求することができる，とした。
28) 災Ui5・6・4200
29) 向上。
30) 向上。
31) 被害者死亡の場合の擦害賠償請求権:の相続性lこ関する代表的判決である。
32) 大事j大工El5・2・16民集5・1500
33) 民集 18・5・8420
34) 裁判所持事長 1172・2判持 15i2・53判タ 914・1000
35) 民集 9・1164
36) 大審院裁判例 9・災 1250
3i) 判決理由中lこ密警丸事件判決を引用している判例は，少ない。以下において，鎖
次検討するが，大判昭和 5・12・20民集9・1164(本判決)，大判昭和 12・2・23新聞
4114・10，大半日昭和 15・2・29，長支判昭和 33・7・1i民集 12・12・1i51，および最判昭和
48・6・7民集 2i・6・681である。
38) 新開 4548・7。
39) 民集 27・6・6810
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40) 注 37参照。最宇u昭和 35・3・10良薬 14・3・389では，上務潔!IJ(こ布いて f修理不可
告をなものは損答発生当証寺のそのものの交換錨{憶が綴容であるj ことを7ftす特例とし
て箆主主丸事件判決が引用されている。また，上祭理由{ま，石穏鈎l綾による損~，却す
E霊的損答 lこ燦られるべきであり~当事者が精神約領答'à:'予見していたならば，特別
事情による損答として賠後されるかもしれないが，予見が会然なかったのに，慰謝
料を認めた~答の判断は誤りであると主張した。銭高裁は，これらの主張を認めて
はいない。
41) 事突の被姿{ま，次のとおりである。株式取得者Xが株式名義人Yから自己{こ株式
の名義主ケミ雪き換えようとした。この手続において， Yが株券添付の白紙委任状iこ路
上住と異なる印鐙を押印したために，名義苦手換を受けることができなかった。この間
{こ，株式会社が増資の民的を透するために新会社合設.iLし合併して新株主ナ株主にi!，qJ
り当てる変態滋資がなi:'れたが，名義答換が済んでいなかったために， Xは株式を
取得したにもかかわらず，いわゆる新株の割当.:f:，'よび金反の交付を受けることがで
きなかった。 Xは， Yの不法行為によって損害をと絞ったとして， Y (こ対して損害綴
僚を諮求しずこ。
42) ヰs:f.IJ淡の警察災関係の詳絡は明らかでない。株式名義人と株式取得者との闘の株式
譲渡そめぐる撲初関係が不明である。築家の主主体的な救済方法として，原告が誘求
の綬拠を後務不履行lこさまづく諮求と構成する方法がなかったのかどうかについて疑
問喜子抱しまた，庖tl:lと途う印鐙念押印した白紙委任状守交付した行為ぞ不法行為
であると原資は主張しているが，その後の名義人の不作為合不法行為と機hえする主
張をしていない点についても，同様に疑問をと抱く。つまり，本判決において株式名
義人の f不法行為i引のそ予見可能性の有無が請求を否定する綴論を導いたのである
から，原告としては，予見可能殺の判断の慕号室時を事2尾上緩ち下げるような予備約
な主張をしておくことがあってもよかったのではないかと考える。
43) 夜祭28・3・4470
44) 民集50・6・13010
45) 民集40・5・9410
46) r この〔不法行為に 416 条を類捻適用する J~解をとるときは， *1*旅費カ吉本件交遊
務故{こより被上各人の被った綴怒として加護者である上各人において賂後するのが
公平の競念に照らして妥当であると考えられるかぎり，何としてもこれぞ本件交滋
壌放により通常生ずべき綴答として捉えなt:r(e(まならないわけである。けだし，そ
れが特別の率憶によって生じた援護であるとするならば，上ぞき人がその賠僚資任命
負うがためには，雨入において被j二台人の娘の和子に認する前記の事情を予見しま
たは予見しうべかりしことを婆するが，かかることはおよそ問題になりえないから
である。Jr本件旅焚が本件交通事故によって遜常生ずべき損害であるとするおの多
数窓見の説明は，いかにも苦しくいささかこじつけのf惑を免れないようにおもわれ
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る。かりにこれが一応納得できるものであるとしても，それは，本件旅費につき上
告人の賠畿支任'5:'認めるのが相当で、あるという点においてであって，本件旅費が本
件交返事故によち通常念ずべき綴筈であるという点、においてではない。j
47) 新聞 4114・10。本判決の奈美関係の詳細は不明であるが，際会は，被告の不当な
仮処分および仮執行によって飴舶の利用が妨げられたとして口頭弁論終結までの船
紛の賃貸料について損E害賠償を諮求した。船舶はそれより前に被告によって第三者
に譲渡されており，際空蓄は，譲渡された翌日lこf原告はその所有権をうたっているJ
と判断して，原審lま，船舶の賃貸料について損害賠償を認めなかった。原告は，被
告が船舶の滅失そ証明しないかぎり，被告の不能行為によって紛紛の利用が妨げら
れていると主張して，上告した。
本判決は， i:言答丸事件判決'5:'51用して，被E害者が滅うた当時における物の価格主主標
準として定められたる賠償を得たときには，その物の将来の通常の使用収益につい
ての賠俊をも得たというべきであり，更に賠償を請求することはできないと判断し
7こC
48) 民集 11・1・liOc 本判決の事実関係は，次のとおりである。
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原告所有の船舶の所有権が，競売によって，原告より訴外八へ更に Aより被告へ
と移転した。原告は，Aの本件船般競務手続に液疫があったことを理由に競売の然
効を主張して，前訴で，被告に対して，所有権確認，船舶51i度の請求訴訟を提起し
た。前訴第一答では原告が敗訴したが，第二審および大雪普段で原告勝訴となり，原
告が本件船舶の所有権'5:'手ぎすることが確定した。しかし，被告は前訴第二審係属中
に紛磁をと言fF外 B(こ売却処分してしまっていた。船舶は，逓信省によって戦時使用さ
れたために，前言fFが協定して所有権に基づいて原告が紹和二十三年に強総執行をし
たときには，鉛舶の主機線機腐呉等が存在しない状態、であち，僅かに残存する外板
および甲板のみが涼告に引き渡されたG
そこで，原をきが被告に対して，被告が訴訟係潟ゃに売却処分したことが不法行為
であると主張して，損害賠償を諮求した。争点、の一つが，立i害額のf，i定の基準時で
あった。
原警は， I損蓄額は引i度執行の持'5:'基準とすべきであるj とした。これに対して，
被告は，損害賠償の基準時は不法行為時であ弘前認の判決確定時に不法行為が発
生していると言うことができるので，喜苦言fFの判決確定時の船舶の価格について賂後
義務を負う， と主張して上告した。
最高裁は， Iおよそ不法行為による物の滅失，毅援に対する現実の損害賠僕額は，
特段の事自のない限り，滅失望受損当時の交換価格によりこれを定むべきである(大
判，民jftl事，大正一五，五，二二，民集三八六1'i参照)J と述べて， J]主主善が船舶の滅
炎，塁走損の時期，および滅失段損当時におけるその{降格を確定せずに，引渡執行の
i待を基準として損答賠償を命じたことについて，誤りであると判断した。
不法行為における 416条の類推適用について
富義丸事件の場合{こは， J最うたある船長告の運航によって衝突が発生し紛が沈没する
という損答が発生しておち，不法行為時と物の滅失致摂善寺はi司ーであるが，ヱド事例i
においては不法行為時と物の滅矢野寺は別であり， しかも不法行為時カ1いつであるか
という争点も存在する。これらの問題に対して，本判決{ま， E言寄丸事件判決令引用
して， t員答賠償額は滅失終の持{阪が綴害賠後室買となると'fiJt訴したものである。
49) [1-(D]の事災関係を検討対象としない潔白については，本橋 1231'[参照。
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